（別　紙）
平成29年度 消費税軽減税率対応窓口相談等事業
「専門家派遣」の実施における注意事項
■派遣可能期間　平成29年10月2日（月）～2月9日（金）　
※本事業の終了は2月末日となっております。
■内容・実施方法　別紙実施要領のとおり。
エキスパートバンク事業実施要領に準拠し申請等をお願いします。
　　　　　　　　※現在、ミラサポの申請が難しくなっていることや事業承継総合支援事業の相談内容の複雑化による専門家の不足（税務相談等）、また持続化補助金についても時期は未定ですが実施される予定となっていることから、早めの対策を講じる必要があります。
このような状況を鑑み、今年度の消費税の専門家派遣では、原則として以下の3項目に該当する相談案件に対応いたします。
1 消費税軽減税率対策
2 転嫁対策（経営相談・計画策定・補助金申請・事業承継等）
3 税務相談
■派遣回数　７０回（42支所×1回＋28回程度）を予定
　　　原則として１事業者につき３回を上限とします。

　　　指導時間は１回あたり２時間とします。（謝金：32,400円／回）
　　　※指導時間・謝金が昨年より変更となっています。ご注意ください。
　　　※例年、年末頃に実施の「税務個別相談会」は、別途実施いたしません。
　　　　税務相談をご希望の場合、専門家派遣の中で実施をお願いいたします。
■経　　　　費　消費税軽減税率対策窓口相談等事業費より支出します。
※事業者負担はございません。

■専 　門　 家　①エキスパート登録専門家（別添一覧表参照）
　　　　　　　　②エキスパート登録以外の税理士（中国税理士会山口県支部連合会所属）
※中国税理士会　http://www.chuzei.or.jp/　参照

■そ　 の 　他　今年度はエキスパートバンク事業予算が例年の倍額となっており、現在の執行率は20％程度となっています。
そのため、上記以外の案件（対応専門家が消費税対策として報告書に記入が難しいもの）や、対象案件の1回目のみエキスパートバンク事業対応等、ご配慮いただきますようお願いします。
